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1｢生活保護制度の見直し｣問題とは、｢自立支援プログラム｣の導入の提案など自立的支援制度・運用の見直しが検討され
る一方、 老齢加算や母子加算の段階的廃止が検討され、 全体として生活保護費の国庫負担率引き下げ(2007 年度実施)  と
地方自治体への負担の転嫁が｢三位一体改革｣の一環として検討されている。 
2  近年の福祉国家の危機の社会的・経済的背景ならびにその歴史的経緯についての明快なサーベイは、新川 (2004)にお
いて与えられている。また、｢新しい福祉国家｣路線の特徴として挙げられる｢ワークフェア｣や｢積極的労働政策｣等の欧


































                                                  










得移転による補償がなされるならば、その移転の結果として個人 2 が元々の社会状態 X の
ときに享受していた効用水準を確保することが出来、同時に個人 1 の効用水準は、その所
得の一部が個人 2 へ移転したにも拘らず、元々の社会状態 X のときに比べて尚、高い水準















態 Y への移行の妥当性を、社会状態 X における国民総所得と社会状態 Y におけるそれとの
比較によって判断する方法である。すなわち、社会状態 X よりも社会状態 Y の方が国民総








6  パレート原理とは、 社会状態 X において享受している全ての人々の効用水準が社会状態 Y における全ての人々の効用
水準より上回るときに、X を Y よりも望ましいと判断する規範的基準である。 







































                                                  

































その大きさにおいて異なるとも、 おそらくその方向において相等しいものと見なしてよいであろう。 ・ ・ ・ ・約言すれば、
経済的厚生に対する経済的原因の影響に関する質的な結論は、厚生全体に対する影響についても当てはまるであろうと
いう・・・一つの想定がここにある。 ・・・この想定が無効であるべきだと主張する人々は、それについて挙証の責任を
負うものである｣[Pigou (1932)],  翻訳 pp.20-21.、と。 







































3.  非厚生主義的分配的正義論へのメカニズム･デザイン的アプローチ 
3.1.  ロック主義的自己所有権と平等主義的分配原理の両立可能性 
                                                                                                                                                  
負うものである｣[Pigou (1932)],  翻訳 pp.20-21.、と。 








































































                                                  




















人で労働するとき、Aは 1 労働日当たり、m ブッシェルの小麦を刈ることができ、B はn ブ
ッシェル刈ることができるとしよう。いま、 Aがこの土地を先に専有し、さらに二人の個
人での分業システムを設計した結果、Aは 1 労働日当たり、m + p ブッシェルの小麦を獲
得し、B はn + q ブッシェルを獲得できるとしよう。(但し、 p ＞q )  このとき、ノージッ
クの基準に基づけば、 Aによる土地の専有は正当である。 
しかし、Aがこの土地を先に専有したという事実が一つの偶然的事象である以上、
逆にB がこの土地を先に専有する場合も潜在的可能性を有する。その場合、B もまた Aと
同様の分業システムを導入することができて、その結果、 Aはm + q ブッシェルを、B は















































る個人の全体集合は、2 節のモデルと同様に N とし、#N ＝n とする。この社会における一
つの労働スキルのプロファイルをs:= N i i s ∈ ) ( ∈
n
+ R で記述する事にする。ここで i s は、任意
の個人i の単位労働時間当たりに行使する、効率単位で評価された労働量を表している。ま
た、 i u は 2 節のモデルと同様、任意の個人i の消費に関する選好順序を表現する実数値関数
を意味するが、ここではその定義域である消費空間はZ := + ×R ] 0 [ x , である。ここで、空間
] 0 [ x , は、任意の個人の選択可能な労働時間の集合を意味し、x は全ての個人に共通に与え
られている、選択可能な労働時間の上限である。他方、非負の実数空間 + R は、生産された
財の消費空間を表す。任意の個人i の消費ベクトルは一般に、 i z ＝ ) ( i i y , x ∈ Z によって記
述される。Z 上の選好順序を表す効用関数 i u は、労働時間に対して単調減少、生産される
財の消費に対して強単調増加であると仮定される。その様な性質を共有する効用関数のプ
ロファイル () iiN u ∈ = u が一つ与えられている。この社会で共有される生産技術は生産関数 
f : + R → + R   但し、∀ x ∈ + R ,  ) (x f ＝ y  
で表され、この f は強単調増加かつ収穫非逓増な連続関数であるとする。かくして、一つ
の経済環境はe:＝ ;;; ; NZ f us として定義され、その許容なクラスをE で表す事にする。  
  ある経済環境e ＝ ;;; ; NZ f us ∈ E の下での実行可能配分は消費ベクトルの組み
合わせz := N i i z ∈ ) ( ＝ N i i i y , x ∈ ) ( ∈
n Z であって、 ∑
∈N i







i ix s を満たすものである。
環境eの下での実行可能配分の集合を ( ) A e で記す事にする。 また、 資源配分ルールは対応ϕ




を H EE ⊂ で表し、その一般的な要素を ;;; ; H eN Z u f = s で表すことにしよう。ムーラン
＆ローマー(1989)は、配分ルールϕ が満たすべき基準として以下のような公理を呈示した: 
 
定義域の普遍性:  配分ルールϕ は H E 上で定義される本質的一価写像15である。 




パレート最適性:  H H eE ∀∈ ,  ( ) ( ) H H eP e ϕ ⊆ ,                   
 
但し () Peは経済環境e におけるパレート効率配分の集合である。 
 
労働スキルの自己所有権:  H H eE ∀∈ ,  , ij N ∀ ∈ ,  ij ss ≥⇒ ( ) ( ) () () iH jH ue ue ϕϕ ≥ , 
但し () iH e ϕ は資源配分 () H e ϕ において、個人i が受け取る消費ベクトルを表す。 
 
生産技術に対する単調性:  ;;; ; , ;;; ; H HH eN Z u f eN Z u f E ′′ ∀= = ∈ ss ,  
[ 0 L ∀>,  () () f Lf L ′ ≥ ]⇒ ( ) ( ) ( ) ( ) iH iH ue ue ϕϕ ′ ≥   ( ) iN ∀∈ . 
 
弱者の保護:  ;;; ; , ;;;; H HH eN Z u f eN Z u f E ′′ ∀= = ∈ ss ,  
{ } min ii N s ∈ = s  &  ( ) ,, ii ss ′ = s … ⇒ ( ) ( ) ( ) ( ) iH iH ue ue ϕϕ ′ ≥ . 
 
以上の 5 つの公理のうち、第三の基準である労働スキルの自己所有権とは、2 人の社会で考
えるならば、個人１が 2 よりも低くない労働スキルを持って生まれてきた場合、ルールの





人１が 2 よりも低くない労働スキルを持っている場合、二人が共に個人 2 の労働スキルだ





























収穫一定経済における自由なアクセス:  ;;; ; eN Z fE ∀ =∈ us ,  
[ f は線形関数である]  ⇒ ( ) e ϕ ∀∈ z ,  iN ∀ ∈ ,  () () () () , argmax ,
i ii i xfs x Z zu x f s x












                                                  
16  これは、配分ルールの定義域上で、常にルールが本質的一価写像として定義されることを要請するものである。本質 14
資源配分解は唯一、以下に定義するような収穫一定等価解だけであることを示した。 
 
定義 1:  配分ルール
CRE ϕ が収穫一定等価解と呼ばれるのは、以下の条件を満たすときであ
る:  ;;; ; eN Z fE ∀= ∈ us ,  ( )
CRE e ϕ ∀∈ z ,  
;;; ; LC eN Z u E α ∃= ∈ s   s. t. [α は線形関数] &  ( ) L A e ′ ∃∈ z  s.  t.  iN ∀ ∈ ,  
() () ( ) ( ) , argmax ,
i ii i xs xZ zu x s x
α α
















定義2 (Roemer and Silvestre (1989)):  資源配分ルール
E ϕ は以下のような性質を持つとき、
均等便益解(equal benefit solution)と呼ばれる： ;;; ; C eN Z fE ∀= ∈ us ,  
() ( ) ,
E
ii iN x ye ϕ
∈ ∀= ∈ z ,  0 w ∃>  s. t. 
(i) 
() 2 ,
,a r g m a x ii i
xy iN iN






 s.t.  ( ) yf x ≤ ; 
(ii)  iN ∀∈ ,  () () () ( ) ,, , ,a r g m a x ,
i ii i xy Z Bw sa x yu x y ′′ ∈∩ ′ ′ = ,  
                                                                                                                                                  




但し、 ( ) ,, i B ws a は賃金率wと利潤分配a の下での予算集合であり, 









定義 3 (Roemer and Silvestre (1989)):  資源配分ルール
PR ϕ は以下のような性質を持つと
き、比例配分解(equal benefit solution)と呼ばれる： ;;; ; C eN Z fE ∀= ∈ us ,  
() ( ) ,
PR
ii iN x ye ϕ








































命題 1[Yoshihara (2000)]: 任意の経済環境 ;;; ; C eN Z fE =∈ us の下で、ある連続関数
[ ] :0 ,
n n hx + →
s R を、以下の性質を満たすように定義する:  [ ] 0,
n
x ∀∈ x ,  () h =
s x y  & 
() jN jN jj j f sx y ∈∈ ∑∑ = 。このとき、ある [ ]
* 0,
n
x ∈ x が存在して、 () ( ) ()
















s x  
と定義すれば、この関数は連続であることより、比例配分解の存在が確認できる。 
 
3.2.  ロナルド・ドゥウォーキンの｢資源の平等｣論を巡って 
















                                                  
18  この命題の証明については、Yoshihara (2000)  もしくは Gotoh, Suzumura, and Yoshihara (2005; Appendix; 
Proposition 3)などを参照の事。 
19  その議論は基本的に厚生主義的分配的正義論一般に適用可能である。  17
額は 3 人が全員、効用水準 u を享受できるだけの大きさであるとするならば、 「厚生の平
等」基準に基づいて実行される政策は 3 人が等しく効用水準 u を享受するような貨幣配分
を行うであろう。しかし、この政策は我々の直観的な倫理観と整合的であるとは思われな
























実際、先程の 3 人の個人への貨幣配分の問題に戻って、 「資源の平等」論を考察すれば、 「資
源の平等」の立場は以下のような政策の実行を要請する事が解る：  第一に、個人 2 は個人
1 と同額の貨幣額を受け取るに過ぎない。個人 2 の「出費のかかる選好」故に彼の効用の享
受水準が個人 1 のそれよりも低くなるとしてもそれは個人 1 の責任であり、社会的補償の
対象にはならないからである。第二に、個人 3 に割り当てられる貨幣額は個人 1 や 2 のそ
れよりも多くなるであろう。つまりハンディキャップの存在という内的資源の欠損に伴う
個人 3 の効用欠損は個人 3 に責任のない事柄故に社会的補償の対象になり得る。 
換言すれば、 「厚生の平等」論は不平等の帰結が導かれる限り、帰結に影響を及ぼ
                                                  
20  ｢厚生主義｣批判の文献としては、Sen (1979,1980,1985)をも参照の事。 

































                                                  
22  このような平等主義的分配論を 「要因選別的平等主義」 (factor-selective egalitarian)  として分類する事が出来よう。
(Fleurbaey (1995c)) 
























































二人の個人 AとB はそれぞれ基数的測定可能で個人間比較可能な効用関数 ) (⋅ v 及び ) (⋅ w を
有しているとする。但し、この二つの効用関数の間には 
任意の 0 ≥ C に関して、 ) (C v > ) (C w  
という関係が成立しているとしよう。この効用関数の違いの根拠がいったい何であるかは
明らかにされていないものの、個人 AとB は、それぞれの効用関数 ) (⋅ v 及び ) (⋅ w の特性に
関して責任があるものとしよう。この経済環境では、資源の範疇に属する要素は外的資源
であるコーンだけである。資源が譲渡可能な外的資源だけである限り、 「資源の平等」論に


















資源であるエンドルフィンの賦存量を 1 a と 2 a で表し、それは 1 a > 2 a という関係を満たす
としよう。さらにコーンとエンドルフィンの消費に対する選好を表現する、二人の個人の
共通の効用関数を ) ( ⋅ ⋅, u で表し、これは 
任意の 0 ≥ C に関して、 ) ( 1 a , C u ＝ ) (C v ,  及び,  ) ( 2 a , C u ＝ ) (C w   21
という性質を満たすものであるとしよう。 これは明らかに ) ( 2 a , C u < ) ( 1 a , C u という性質を







よう。今、この二人の個人は互いに等しい効用関数 ) ( ⋅ ⋅, u を持っている事を知っているが、
内的資源  1 a と 2 a のいずれが自分に帰属する事になるのかについて不確実であるとしよう。
いま、コーンは消費財であり、貨幣としても利用されていると考え、初期においてそれぞ
れの個人に C 2 / 1 のコーンを分配するものとする。二人の個人はそのコーンを貨幣として、
「誕生くじ」の結果に対する保険契約を締結する事を考える。その時に、任意の個人の保
険契約に関する意思決定問題は、 
2 1 C , C
max )] ( ) ( [
2
1
2 2 1 1 a , C u a , C u +   . t . s   C C C = + 2 1 . 
で与えられる。ここで、 1 C は個人 AまたはB が、 1 a というくじを引いたときに、保険金支
払いもしくは受給の後に消費できるコーンの量である。同様に、 2 C は個人 AまたはB が、
2 a というくじを引いた時に、保険金支払いもしくは受給の後に消費できるコーンの量であ
る。いま、効用関数 ) ( ⋅ ⋅, u はコーン消費に関して単調増加であり、かつ強凹で連続微分可能
な関数であるとする。さらに、分析の見通しをよくする為に以下の様な性質を満たすとし
よう: 
任意の 0 ≥ C に関して、 ) ( 2
2
1 a , C u
a
a
= ) ( 1
2





の個人の上述の最適化問題の一階条件は、 ) ( 1 1 a , C uC = ) ( 2 2 a , C uC が成立することである。









1 C > C
2
1















モデルを定義する。n 人から構成される社会を考え、 それを集合 N で記述する事にしよう。
この社会での経済問題は純粋交換経済の下でのある与えられた資源のn 人の個々人への配
分問題であり、各個人の消費選好は基数的に測定可能で個人間比較可能な効用関数によっ
て表されるものとする。 今、 この社会で認識されている財の種類がm 個ある場合に、 このm
種類の財に対する効用関数のクラスを
) (m U で表し、それは
m
+ R 上の実数値効用関数であっ
て、強単調増加、連続、かつ凹性を有し、さらに  ) 0 ( u ＝0 である様な全ての関数の集合で
あると仮定する。ここで一つの経済環境は財の種類、財の総賦存、効用関数のプロファイ
ル、以上４つの組み合わせによって定義され、e＝
n u , , u x m  
1 ; ; として記述される。但
し、x ∈
m
+ R であり、かつ、任意のi ∈ N に関して、
i u ∈







m であるとする。ある経済環境  e ∈
) ( Σ
m における効用可能性集合は、 
() Se:={ N i
i u ∈ ) ( ∈
n
+ R | N i
i x ∈ ∃ ) ( ∈
n
+ R , ∑
∈N i
i x ≤ x ,  ) (
i i x u ＝
i u (∀ i ∈ N )} 
によって定義される。効用関数の仮定より、効用可能性集合 () Seは、強包括的(strictly 
comprehensive)で、原点0 ∈
n
+ R を含む閉凸集合となる。 
配分ルール(もしくは配分メカニズム)は各経済環境  e ∈Σ   に対して実行可能配分
                                                  
24  例えば、先の２人の共同体でのコーンとエンドルフィンの例における経済環境はここでは以下の様に記述される:  
12 3;( , , ); , A B Ca a u u   但し、 A u , B u (3) ∈U ,  かつ  
任意の 0 C ≥ に関して、 11 2 1 (, , 0 ) = (, , ) =(, ) AA u Ca u Ca a uCa   及び  21 2 2 (, 0 , ) = (, , ) =(, ) BB u Cau C a au C a.  23




Σ D :  配分ルールF は、任意の経済環境e ∈Σ   に対して、以下の２つの性質を持つ
対応である: 
本質的一価性 (Essential  single-valuedness): ∀ N i
i x ∈ ) ( , N i
i x ˆ ∈ ) ( ∈ F (e),  
i u ) (
i x ＝
i u ) (
i x ˆ  (∀ i ∈ N ), 
及び、 
全対応 (Full  correspondence): ∀ N i
i x ∈ ) ( ,  N i
i x ˆ ∈ ) ( ∈ ( ) A e ,  
[ N i
i x ∈ ) ( ∈ F (e) & 
i u ) (
i x ＝
i u ) (
i x ˆ  (∀ i ∈ N )]  ⇒ N i








パレート最適性(PO) (Pareto Optimality):  ∀ e ∈Σ ,  ∀ N i
i x ˆ ∈ ) ( ∈ F (e),  N i
i x ˆ ∈ ) ( ∈ () Pe. 
 
経済的対称性 (Sy) (Ecomomic Symmetry) :  ∀ e＝
n u , , u x m  
1 ; ; ∈Σ ,  
[
i u ＝
j u  (∀ i , j ∈ N )  ⇒ ( ) n x , , n x   ∈ F (e)]. 
 
資源単調性 (RMON) (Resource Monotonicity):   
∀ e＝
n u , , u x m  
1 ; ; , ' e ＝
n u , , u ' x m  
1 ; ; ∈Σ , 
[x ≥ ' x ⇒ ) (e F µ ≥ ) ( ' e F µ ], 
但し ) (e F µ :＝( ( ( )))
ii
iN uFe ∈  &  ) (e F
i はF がe上で個人i に配分した財ベクトルの集合. 
 
次元間の資源配分の整合性 (CONRAD)  (Consistency of Resource Allocation across 





Dimension):  環境 ' e ＝
n u , , u y , x l m  
1 ); ( ; + ∈Σ   かつ、
i u ∈
) ( l m+ U   (∀ i ∈ N )  において
N i





+ R , 
i * u (x ) = 
i u (x ,
i y ˆ ) (∀ i ∈ N ). 
もし
i * u ( 0 )＝ 0  (∀ i ∈ N )  ならば
i * u ∈
) (m U となり、許容可能な経済環境
* e ＝
n * * u , , u x m  
1 ; ; が定義される。このとき、もし
* () Se ＝ () Se ′ ならば、 N i



























  以上の 4 つの公理を全て満たす「資源の平等」主義的配分ルールは以下に示すよ
うな特徴を持つ: 
 
定理 1 ((Roemer (1986, 1988))):  パレート最適性  (PO),  経済的対称性  (Sy),  資源単調性











この 4 つの公理は全て帰結主義的な公理であり、 「責任と補償」原理の理念を反映
する条件は一つもないが、ローマーの見解に基づけば、 「責任と補償」原理に基づくドゥウ
ォーキン流「資源の平等」論もまたこれらの公理を満たさなければならないという事にな











                                                  
26  RMON 及び CONRAD がそれに相当する。 
27  PO がそれに相当する。 
28  Roemer (1994; chap. 7)では、4 つの公理に対する批判に答える形で、それぞれの公理を別のもっともらしい公理に置
き換えるといかなるルールが導出されるかについての検討を行っている｡ 
29  以下の議論のエッセンスはスキャンロン(Scanlon (1986))の CONRAD 批判と本質的に同タイプのものである。尚､ロ
ーマー自身、Roemer (1994; chap. 7; pp.178-9)において、このスキャンロンの CONRAD 批判を受け入れる形で、エン
ドルフィンの存在の発見によってハンディキャップのある個人の状態が却って悪くなる事を防ぐ為のより純粋な公理、
｢倒錯防止｣(PP) (Perversity Prevention)を導入し､  PO, Sy, RMON, PP の 4 公理を満たす配分ルールはもはや｢厚生の
平等｣基準を満たすものにならない事を論じている｡  以下､2 人の経済モデル上で PP の定義を与える: 
倒錯防止 (PP) (Perversity Prevention):  任意のu , v 2 m+ ∈U で、以下の 2 つの性質を持つものを考える: 
(1)  m x + ∀∈ R , y + ∀∈ R ,  (, , 0 ) =(, 0 , ) uxy vx y , 
(2)  z + ∀∈ R ,  (, 0 ,) =(, 0 , 0 ) =(, 0 , 0 ) =(,, 0 ) u x z u xv xv x z . 
ここで 2;( , , ), , em x a b u v =+ ,  ab ≥ ,  *; ; * , * em x u v = ,  但し 
m x + ∀∈ R , *( ) ( , ,0) ux u x a = &  *( ) ( ,0, ) vx v xb = であるとしよう。このとき、 22 ( ( )) *( ( *)) vF e v F e ≥ とならねばならない。  26
の経済の例を用いよう。注 24 で示したように、この例で定義される経済は 
' e ＝ B A u , u a , a , C ); ( ; 3 2 1  
で記述される。他方、エンドルフィンが隠された、 ' e の還元経済(reduced economy)は、 
* e ＝ w , v C; ; 1  
で記述される。 ' e と
* e との関係は確かに CONRAD の前提条件を満たすものであり、従っ





* * e ＝ ' w , ' v C; ; 1   但し ' v ＝v,  ' w ＝w 
と表現され、これも環境 ' e の還元経済(reduced economy)となる。このとき、 ' e と
* * e との関
係が CONRAD の前提条件を満たす事も容易に確認できる為、F ( ' e )＝F (










交渉問題における厚生主義(W) (Welfarism):  ∀ e, ' e ∈Σ ,  








                                                  
30  正確には、 
W ⇒ CONRAD  かつ､  Axiom  DΣ ∩ CONRAD⇒ W 
が成立する。ここでは Axiom  DΣ を満たす配分ルールを仮定している為､W と CONRAD の同値性が言える｡ 













て行ったのが､フロウベイ(Fleurbaey(1994,1995a,b))、 ボッサール(Bossert (1995))、 フロウ























                                                  



















ある一つの社会は集合N = } 1 { n , ,  で表される個々人から構成されているとしよ
う。任意の個人 i は移転不可能な内的資源、すなわちハンディキャップ i y と、 + R × Y 上
で定義される選好順序 i R をもつ。ただし、 + R は移転可能な外的資源に対する個人の消費
可能空間をあらわし、Y は存在しうるハンディキャップ水準 i y からなる集合を表す。社会
には、 ある固定された量の移転可能な外的資源ω ∈ + + R が賦存する。 いま、y = ) ( 1 n y , , y  




いる点である。ここで、ある一つの経済環境はプロファイルe = ) ( ω , R , y , N によって定義
される。その普遍集合をDとしよう。 
社会の問題は、外的資源を個々人に分配する事である。すると、任意の環境eに賦
存する財ω の実行可能配分集合は、 ) (e Z : = { x ∈
n
+ R | ∑
∈N i
i x ＝ω }として定義される。こ
のとき、配分ルールは関数φ : D →
n
+ R であり、それは任意の経済環境e ∈ Dに対して、あ
る実行可能配分φ ) (e = x ∈ ) (e Z を指定するものである
37。今、 ) (e i φ はこのルールによっ
て個人 i に割り当てられる外的資源を表している。 
                                                  
33  以上３つのアプローチのうち､第１､第３の研究は、ドゥウォーキン(Dworkin (1981b))の｢野心対ハンディキャップ｣、
「野心対タレント」の構図を反映したものと考える事も出来よう｡ 
34  これらの諸研究についてのより包括的なサーベイ論文としては、Fleurbaey and Maniquet (1999b)及び吉原(2003)を
見よ｡ 
35  フロウベイと同様の純粋交換経済で類似の分析を行った文献として Iturbe and Nieto (1996)がある。 
36ドゥウォーキン流「資源の平等」論に対するローマーの議論(Roemer (1985,1986))と異なり､ここでは個人の選好順序
は序数的にのみ測定可能で、個人間比較不可能な効用関数で表現できるだけであるとされている。 





等しいハンディキャップに対する等しい資源 (EREH) (Equal Resource for Equal 
Handicap): 
D e∈ ∀ ,  N j , i ∈ ∀ ,  ⇒ = j i y y [) ( ) ( e e j i φ φ = ]. 
 
等しい選好に対する等しい厚生 (EWEP) (Equal Welfare for Equal Preference): 
D e∈ ∀ ,  N j , i ∈ ∀ , ), ) ( ( ) ) ( ( [ j j i i i j i y , e I y , e R R φ φ ⇒ =  









命題 2 (Fleurbaey(1994,1995a)):  EREH と EWEP とを共に満たす配分ルールφ は存在しな
い｡ 
 
証明:  } 4 3 2 1 { , , , N = の社会において、外的資源が 2 1 y y = ＝１及び、 4 3 y y = ＝３でありか
つ、選好が 3 1 R R = 及び、 4 2 R R = であるような環境で､ 選好 3 1 R R = は ) ( y , x u ＝ x ＋ y に
よって、 4 2 R R = は ) ( y , x ' u ＝ x ＋2 y によって表されるとする｡さらにω ＝５とする。この






EREH*:  D e∈ ∀ , [ N j , i ∈ ∀ ,  j i y y = ]⇒[ N j , i ∈ ∀ ,  ) ( ) ( e e j i φ φ = ].  30
EWEP*:  D e∈ ∀ , [ N j , i ∈ ∀ ,  i R = j R ]  ⇒[ N j , i ∈ ∀ ,  ) ) ( ( ) ) ( ( j j i i i y , e I y , e φ φ , 
or  ), ) ( ( ) 0 ( 0 ) ( j j i i i y , e R y , & e φ φ = or  ) y ), e ( ( R ) y , ( & ) e i i i j j φ φ 0 0 ( = ]. 
 
EREH*と EWEP*とを共に満たす配分ルールの例は以下の議論でいくつか与えられる｡ 
  フロウベイは上記の 2 つの公理をさらに以下の様に弱めた。今、ある外的資源
y ~ ∈ Y 及び、選好R ~
が社会の参照水準としてそれぞれ与えられたとしよう。そのとき、 
 
y ~-EREH*:  D e∈ ∀ ,[ N i∈ ∀ ,  y ~ yi = ]  ⇒[ N j , i ∈ ∀ ,  ) ( ) ( e e j i φ φ = ]. 
R ~
-EWEP*:  D e∈ ∀ ,[ N i∈ ∀ , R ~ Ri = ]  ⇒[ N j , i ∈ ∀ ,  ) ) ( ( ) ) ( ( j j i i y , e I ~ y , e φ φ , 





























定義 4 (Roemer (1985),Fleurbaey (1994)): 配分ルール
NE φ が無羨望配分ルールであるのは
以下のときである:  N j , i ∈ ∀ , D e∈ ∀ , (
NE
i φ ) (e , i y ) i I (
NE
j φ ) (e , j y ). 
 
明らかに
NE φ はそれが well-defined であるならば、EREH と EWEP とを共に満たす
(Fleurbaey (1994))。しかしながら、Pazner and Schmeidler (1974)が労働スキルの異な
る生産経済で効率的な無羨望配分が存在しない事を示した議論と類似の方法で、この経済
でも
NE φ は一般に well-defined でない事を確認できる｡従って､フロウベイは｢無羨望｣基準
を弱めた 4 つの配分ルールを提唱する。それらは、バランスされた最小羨望(Balanced and 
Minimal Envy)配分ルール(Fleurbaey (1994))、羨望強度ミニ・マックス(Minimax Envy 
Intensity)配分ルール(Fleurbaey (1994))、最小全員一致支配(Minimal Unanimous 
Domination)配分ルール(Fleurbaey (1994), Iturbe and Nieto (1996))、及び、R ~
-条件付
き平等(R ~
-Conditional Equality)配分ルール(Fleurbaey (1995a))である。 
  バランスされた最小羨望配分ルールの定義の為に、 配分の集合B ) (e を以下に定義
しよう:x ∈ B ) (e であるのは N i∈ ∀ , 
＃{ N j∈ |( i x , i y ) j I ( j x , j y )}＝＃{ N j∈ |( i x , i y ) i I ( j x , j y )}. 
また、 ) ( x , e E :=＃{ N N j , i × ∈ ) ( |( j x , j y ) i P ( i x , i y )}とする。このとき、 
 
定義 5 (Fleurbaey(1994)): 配分ルール
BME φ がバランスされた最小羨望(Balanced and 
Minimal Envy)配分ルールであるのは以下のときである:  
D e∈ ∀ , 
BME φ ) (e ∈ B ) (e &∀ x ∈ B ) (e ,  )) ( ( e , e E




定義 6 (Fleurbaey(1994)): 配分ルール
MEI φ が羨望強度ミニ・マックス(Minimax Envy 
Intensity)配分ルールであるのは以下のときである:  D e∈ ∀ , ∀ x ∈ ) (e Z ,  32
N i∈
max ) ( x , e EIi ≥
N i∈
max )) ( ( e , e EI
MEI
i φ , 




i I :={G ⊆ N |#G ＝m , G i∈ }とし
よう: 
 
定義7 (Fleurbaey (1994), Iturbe and Nieto (1996)): 配分ルール
MUD φ が最小全員一致支配
(Minimal Unanimous Domination)配分ルールであるのは以下のときである: 





∈ ∀ ∈ ∃ ∈ ∃ ∈ ∃ ∈ ∀ < ∀
∈ ∃ ∈ ∀ ∈ ∀ ∈ ∀
) ( ) ( ) (   ) (
) ) ( ( ) ) ( (               ) (










y , x P y , x , G k , N j , I G , N i , e Z x , m p ii












3.  最小全員一致支配配分ルールは、EREH と EWEP
＊とを共に満たすルールである











定義 8 (Fleurbaey (1995a)):  配分ルール
CE R ~
φ が R ~
-条件付き平等( R ~
-Conditional 
Equality)配分ルールであるのは以下のときである:  D e∈ ∀ ,  N j , i ∈ ∀ ,   33
) ) ( ( ) ) ( ( j j i i y , e I ~ y , e φ φ , or 





φ は EREH とR ~
-EWEP
＊とを伴に満たすルールである｡ 
  次に、この経済モデルにおける｢平等=等価｣基準は以下の様に定義される: 
 
定義 9 (Fleurbaey (1995a)):  配分ルール
EE y ~
φ が y ~-平等=等価( y ~-egalitarian equivalent)
配分ルールであるのは以下のときである:  D e∈ ∀ ,∃ x ~ ∈ + R , N i∈ ∀ ,  
) ( ) ) ( (
EE y y ~ , x ~ I y , e i i
~
i φ , or [ ) (e
EE y ~




φ は y ~-EREH
＊と EWEP とを伴に満たすルールである｡ 
  厚生経済学における代表的な衡平配分ルール――無羨望配分ルールと平等=等価
配分ルール――にとって馴染み深い､衡平性に関する別の視点に基づく評価原理をここで
導入しよう:  任意の環境e = ) ( ω , R , y , N ∈ D が与えられた時､配分ルールφ によって
x ∈ ) (e Z が割り当てられていたとしよう｡このとき、社会N の部分集合G の下で構成され
る人口還元経済を G e := ) ( ∑
∈G i
i G G x , R , y , G ､但し G i i G y y ∈ = ) ( かつ N i i G R R ∈ = ) ( ､で定義し
よう｡このとき、以下の公理を定める: 
 
整合性 (CON)(Consistency; Thomson (1988)):  D e∈ ∀ , N G ⊆ ∀ , 












                                                  
38  このルールが well-defined である事は、Fleurbaey(1995a)において証明されている｡ 
39  このルールが well-defined である事も、Fleurbaey(1995a)において証明されている｡  34
き出した: 







び CON を満たす唯一の配分ルールである｡ y ~-平等=等価配分ルール
EE y ~
φ は y ~-EREH
＊と
EWEP


















4.  非厚生主義的分配的正義論への社会的厚生関数アプローチ 
4.1.  ｢機会の平等｣論アプローチ:ロールズ=セン、アーネソン、パレース 
4.1.1.  ロールズ=センの非厚生主義的分配的正義論 









                                                  
40  しかしながら、従来、分配的正義の理論において、行為主体的自由は配分ルールもしくは分配システムの手続き的正
義の問題であるのに対し、福祉的自由はルールの帰結的正義の問題であるとして、二つの自由は並行的に、あるいは対
















































ロールズ(Rawls (1971))の格差原理(difference prinicple)は、社会的基本財(social primary 
goods)のマキシミン配分(maximin allocation)――社会的基本財の受取に関して最も不遇な
個人の状態が最もましになるような配分――を提唱する。センはロールズの分配的正義論










づいて考えてみよう。同じ所得水準を賦与された場合に、個人 A は常に個人 B よりも達成




  セン(Sen (1980))は引き続き、効用水準の平等論について検討する。効用水準の平
等論では上記の個人 A と B の所得分配問題において生じた、功利主義解のような病理的事





                                                  
41 Rawls  (1993),  p183。  37
























では個人 1 の様な高価な嗜好の持ち主に個人 2 よりもより多くの所得を分配する事態は生


























実数値 k b で表現されるものと仮定しよう。その結果、与えられた財ベクトルを通じて個人




ルからなる集合を、 センは潜在能力(capability)と呼んでいる。 今個人i に与えられた財ない
し所得がz であるときに、このz そのもの、もしくはその一部 z z ≤ ' を利用してある機能ベ
クトルに変換するプロセスを利用関数(utilization function)
i f で表そう。すなわち、任意
の z z ≤ ' に関して ' ) ' ( b = z f









{ } { } ) ' ( ' ) ' ( ' : ' , ' ) (
' z f z f z z F f z C
i
z z F f
i i i
i i i = ∪ ∪ = = ≤ ∃ ∈ ∃ ≡
≤ ∈
b b b  
と定義される。潜在能力とは、この機能ベクトルの機会集合 ) (z Ci に他ならない。当然の事
ながら潜在能力は、同一個人でも彼に賦存する財z の変化に応じて違ってくるし、また、同
じ財z を与えられても個人i と個人 j の客観的特性
i F と
j F の違いに応じて ) (z Ci と ) (z C j
も違った集合になりうる。この様に定義される個々人の潜在能力の水準を出来る限り均等 39
化する事こそ、センの基本的潜在能力の平等論が主張するものである。 
  では上記の個人 a と個人 b との所得分配問題は、潜在能力の平等論の下ではどう
なり得るか？今、個人 a が障害者であるが故に任意の所得水準z に関して必ず
) ( ) ( ) ( z C z C b a ≠ ⊂ が成立するとしよう。また、二人の個人いずれとも、もし z z ≤ ' ならば、
) ( ) ' ( z C z C a a ⊆ かつ ) ( ) ' ( z C z C b b ⊆ であるとしよう。前者は同じ所得を与えられる限り、
障害者である個人 a は常に個人 b に比して享受可能な機能ベクトルの水準が低い事を意味
する。後者は、所得水準に関して潜在能力水準は単調増加である事を意味する。このとき、
総所得均等分配の下では、所得に関しても効用水準に関しても両個人に格差はないものの、




















4.1.2.  リチャード・アーネソンの｢厚生への機会の平等｣論 
  ドゥウォーキンの考え方は、分配後の帰結の公正さに関心をおきつつも、帰結を
もたらす諸要因を選別的に資源配分に反映させるという分配理論に途を開くものであった。
                                                  
42  この課題に関連する研究は、Pattanaik and Xu (1990)を出発点とする、機会集合のランキングに関する一連の公理
的研究であろう。また、Xu (2002, 2003)は、機会集合が潜在能力である場合の望ましいランキングについての公理的特
徴づけを与えている。 
43  この課題に関連する先駆的研究として、Gotoh and Yoshihara (1999, 2003)が挙げられる。そこでは、センの｢潜在
能力の平等｣基準とロールズの｢基本的自由の平等｣基準を満たす資源配分ルールのメカニズム・デザインを行っている。




































                                                  
44  アーヌソンの代替的アプローチ (Arneson  (1989)) については、本稿の以下の説明を参照。コーエン (Cohen  (1989, 
p932))  は、ドゥウォーキンへの批判として、彼のいう凶運（Brute luck）のなかに、効用関数それ自体の形成に関する
不運  (utility function misfortune)  をも含めるべきことを主張する。 
45 Roemer  (1996,p308)を参照の事。 
46  厚生の機会の平等は、すべての人が、本人の責任に由来するものではない、選択の能力  (ability to choose)  や交渉力 
(negotiating ability)  の差を越えて、実効的に等価な (effectively  equivalent) 選択肢に向き合うときに達成される。




に関する選択は全て自然手番によって決定される。 かくして、 これらn 個の初期パスのそれ
ぞれは一つの人生くじを表し、これら人生くじを評価する一つの効用関数が定義されるも
のとする。 













定式化してみよう。すなわち、いま、社会構成員の集合を N = } 1 { n , ,  、社会が有する総
資源賦存量をω ∈ + + R 、個人 i の天賦の能力を i t 、存在しうる天賦の能力の集合をT 、個人
i の個人的意思を i w ,個人i の選択しうる個人的意思の集合を個人間で共通にW とする。こ
のW が個々人に選択可能な人生くじの集合を表していると解釈する事が出来る。 
総資源ω ∈ + + R  の下でその配分
n




i r ω を満たすとき、実行
可能と定義しよう。実行可能配分集合を Aとする。次に、任意の個人の厚生関数
R R → × × + W T O: を定める。このとき、あるプロフィール
n
N i i T t ∈ = ∈ ) ( t 及び
n
N i i r r + ∈ ∈ = R ) ( の下での個人i の決定樹(decision tree)は、 } )) ( {( W w w , t , r O , w i i i i i ∈ で定
式化される。 
このとき、任意に与えられたプロフィール
n T ∈ t に対して決定樹を平等化する配
分
n r + ∈R は、任意の N j , i ∈ に対して、以下の性質を満たす配分である： 
(1) A r ∈ , 




                                                  







n n n W T r + → × R : を定義する。こ
のとき、所与の




i W w と、ベクトル関数r の下で実現する個人i の「厚生へ





∗ ∪ i i i i i
W w







n n n H T W r + → × R : として定義される：   
(1)  , W w , T
n n ∈ ∀ ∈ ∀t , A , w r
H ∈ ) ( t  
(2)  , W w , T
n n ∈ ∀ ∈ ∀t N j , i ∈ ∀ ,  









w , t , , w , w r O
i


















4.1.3.  ヴァン・パレースの｢基本所得｣論 
ヴァン・パレースによれば、｢公正な社会(just society)｣とは自由な社会――個人的
自由が保証された社会――であると考える49。彼のいう自由な社会の理念とは、個人的主権
の下に、個人がしたいと欲するであろうどんな事であれ、行う自由(the freedom to do 








                                                  







































































                                                  
50  Van Parijs, P. (1992) p.16 を参照の事。 




































                                                  


































                                                  
53  Van Parijs, P. (1995；Section 2.6)。 
54  Champsaur, P. and Laroque, G. (1981)  を参照の事。 
55  Van Parijs, P. (1995；Chapter 3)。｢非支配的多様性(Undominated Diversity)｣基準は Ackerman (1980)に由来する
概念であり、パレースはその概念を拡張しつつ定式化している。    47
｢非支配的多様性(Undominated Diversity)｣とは、各個人に賦与する内的資源と外的資源の






4.2.  ローマーによる｢機会の平等｣政策実行メカニズムとしての社会的厚生関数 
ローマーの｢機会の平等｣論は、分配的正義に関する独自の規範理論の展開という


























                                                  











t p で表す。 タイプt∈T に属する個人が享受できる優位の達成水準を
( ) ,
t ux ε で記述する。但し、 xはこの個人が消費できる資源(所得額)を表し、ε を彼の努力
水準とする。優位関数
t u の解釈として、例えば、出身家計のタイプt∈T に属する子弟の達
成教育水準を ( ) ,












T ϕ ϕϕ = … であって、各
t ϕ はタイプ
t∈T に属する個人が努力水準ε を費やしたときの資源の量 ( )








準を供給するタイプt∈T の個人の努力水準の値を ( ) ,
tt ε πϕ で記述する事としよう。すなわ
ち、 () ,







ϕ π ∫ =   49
によって定義される。すなわち、配分ルールϕ の下でタイプt∈T に属する個人の努力水準
が () ,
tt ε πϕ であるとき、努力水準に関するタイプt∈T 内での彼の相対的ランクは、π 番百
分位数に相当すると解釈される。 
  次に、配分ルールϕ が所与の下で、努力分布のπ 番百分位数に属する努力水準を
供給するタイプt∈T の個人の間接優位関数を ( ) ;
tt v π ϕ で表そう。この関数は 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ;, , ,





t x θ ε = となる。すると、配分ルールϕ の予
算均等条件は: 
( ) ( ) 1 tt
tt t tt t T
t p dF p dF
ϕ ϕ ϕε θε = ∑∑ ∫∫ =  
によって定義される。ここで右辺の ( ) t
tt dF





局、右辺 () 1 t
tt t T
t p ed F
ϕ θ = ∑ ∫ は、社会全体の事前の平均所得を表している。他方、左辺の
( ) t
tt t p dF
ϕ ϕε ∑ ∫ は事後の平均所得を表す。そのうち ( ) t
tt dF
ϕ ϕε ∫ は配分ルールϕ の下でタイ
プt∈T に事後的に付与される所得を、タイプ内での同じ努力水準を費やす個人の確率測度
でウエイト付けして、その平均値を算出したものである。 
  以上の準備の下で、｢機会の平等｣化政策は以下の最適化問題: 
( )
1










s.t.  ( ) ( ) 1 tt
tt t tt t T
t p dF p dF













EOp ϕ と 50
記すこととしよう。 
  この｢機会の平等｣化社会的厚生関数(以下、 EOp 社会的厚生関数と呼ぼう)は、 以下
のように解釈できる。第一に、各値 [ ] 0,1 π ∈ は、各タイプ内での努力水準のランキングを反
映する百分位数であり、各π 番百分位数に関して、そのランクに属する努力水準を供給す
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